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（ 要 旨 ） 
 新宿区において、政府が進めている消費者行政一元化・強化の推進を踏まえ、政府及び

国会に対し、以下の事項を求める意見書を採択提出してください。 

（１）被害情報の集約体制を強化し国と地方のネットワークを構築し、消費者の苦情相談が

地方自治体の消費者相談窓口において迅速かつ適切にあっせん処理ができるよう、消費生

活センターの設置、業務、機能等を法的に位置づけ、これに必要な法制度を整備すること。

（２）地方消費者行政の体制・人員・予算を抜本的に拡充・強化するための財政措置をとる

こと。 

（ 理 由 ） 
１． 消費者被害の多発と消費者の不安 

 近年、食品の安全・表示の分野における食品偽装表示事件の多発や輸入冷凍餃子への毒物

混入事件、製品の安全の分野におけるガス湯沸かし器一酸化炭素中毒事故やシュレッダー指

切断事故、取引・契約の分野における次々販売被害、クレジット被害、多重債務被害、投資

詐欺商法、架空請求・振り込め詐欺事件など、消費者を取り巻く様々な分野で消費者被害が

相次いでいる。 

 全国消費生活センターへ寄せられる苦情相談件数は、１９９５年（平成７年）度が２７４，

０７６件であったものが、１９９８年（平成１０年）度には４１５，３４７件，２００２年

（平成１４年）度には８７３，６６３件、２００６年（平成１８年）度には１，１１１，６

９５件と、大幅に増大している。２００３年（平成１５年）度から２００５年（平成１７年）

度の架空請求事案による相談件数の激増時期を除外しても、１２年間に３倍～４倍に増大し

ている。 

 こうした消費者被害の増大に対する消費者の不安・不信は、健全な市場経済の発展にまで

悪影響を及ぼしていると指摘されている。 

２． 国の消費者行政推進と地方消費者行政の位置づけ 

ア 消費者行政推進会議の提言 

 このような中、政府は、消費者・生活者重視への政策転換、消費者行政の一元化・強化の

方針を打ち出し、「消費者行政推進会議」（以下「推進会議」という）を設置し、２００８

年（平成２０年）６月１３日、「消費者行政推進会議取りまとめ」（以下「取りまとめ」と

いう）を発表した。 
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 「取りまとめ」によれば、明治以来のわが国の行政は、各省庁が各領域の産業育成を通し

て国民経済の発展を図ってきたが、消費者の保護は産業振興の間接的、派生的テーマとして

縦割りで行われるにとどまったことを指摘し、規制緩和など市場重視の政策の下では、安全

安心な市場の実現こそが公共的な目標として位置づけられること、そのためには行政の価値

規範を「消費者の権利の尊重及び自立の支援」に転換することや、縦割りの体制に対して消

費者行政の一元化が必要であること、などを提言している。 

イ 地方消費者行政の位置づけ 

 その中で、「取りまとめ」は、「霞ヶ関に立派な新組織ができるだけでは何の意味もなく、

地域の現場で消費者、国民本位の行政が行われることにつながるような制度設計をしていく

必要がある。このため、新組織の創設と併せて、地方分権を基本としつつ、地方の消費者行

政の強化を図ることが必要である。」と、地方消費者行政の重要性を明示している。 

 自民党消費者問題調査会の２００８年（平成２０年）３月１９日付け提言も、消費者庁の

新設と並んで、「地方消費者行政の充実」「相談窓口の一元化」を重要課題として位置づけ

ている。民主党の「消費者権利擁護官構想」も、国民生活センター及び消費生活センターを

消費者権利擁護官の下において情報集約することを想定しており、地方の消費者相談窓口を

拡充・強化することが消費者行政を強化する基盤であるという認識において、共通するもの

である。 

ウ 政府の消費者行政一元化の進行予定 

 政府は、推進会議の「取りまとめ」を受け、秋の臨時国会において「消費者庁設置に関す

る法案」「苦情相談、情報集約、調査措置等に関する法案」「個別法の所管（移管・共管）

に関する法案」等を制定し、２００９年（平成２１年）４月にも消費者庁を創設する、とい

う意向を示している。 

エ 地方消費者行政の充実に対する国と地方自治体の役割 

 「取りまとめ」は、「地方の消費生活センター及び国民生活センターを消費者が何でも

相談でき、誰もがアクセスしやすい一元的な消費者相談窓口と位置づけ、全国ネットワーク

を構築する。」、「窓口では、相談受付から助言・あっせん、紛争解決まで、一貫して対応す

る。」ことを提言している。 
 さらに、「地方の消費者行政部門の状況をみると、予算は大幅に削減され、総じて弱体化

している。地方の消費者行政をこの１年～２年の間に、飛躍的に充実させるためには、特に

当面、思い切った取組が必要である。」としたうえで、「消費生活センターを一元的な消費者

相談窓口と位置づけ、・・・法律にも位置づけを行うことを踏まえ、国は相当の財源確保に

努める。」と提言している。 
 但し、地方自治体自身が消費者相談窓口及び消費者行政を抜本的に拡充・強化する取組

があってこそ、国の法制度の整備や財政支援が意味を持つものであることはもちろんであ

り、「取りまとめ」は、この点につき「地域ごとの消費者行政は、自治事務であり、地方

自治体自らが消費者行政部門に予算、人員の重点配分をする努力が不可欠である。」と指摘

している。 
３． 地方消費者行政の現状と背景 

 ア 地方消費者行政予算の推移 

地方消費者行政の予算（都道府県・政令指定都市・市区町村合計）の推移を見ると、ピー

ク時の１９９５年（平成７年）度が約１９９億円であったものが、１９９８年（平成１０年）



 
 
２０陳情第２９号 
度には１６３億円、２００２年（平成１４年）度には１４９億円、２００６年（平成１８年）

度には１１６億円、２００７年（平成１９年）度には１０８億円と大幅に減少しており、２

００７年（平成１９年）度は１９９５年（平成７年）度に比べ約５４％（約４６％減）に減

少している。 

消費者行政担当職員数（事務職員・相談員・技術職員合計）の推移をみても、過去１０年

間の中でピーク時の２００２年（平成１４年）度の１３,６６４人から、２００７年（平成

１９年）度は１０,２１２人と減少しており、約７５％に削減されている。 

平成・年度 消費者行政予算（百万円） 行政職員数（人） 

 （都道府県） （市町村含む合計） （事務職員） 相談員 合計 

７年度 １２,６９４ １９,９９２ ９,４５３ ２,３３５ １２,００４ 

１０年度 ９,９７１ １６,３７９ １０,１７２ ２,３８３ １２,７６８ 

１２年度 ８,８９８ １６,５３９ １０,２９６ ２,６７６ １３,１７４ 

１３年度 ８,０３１ １５,６０９ １０,３４２ ２,９１８ １３,４５８ 

１４年度 ７,９６２ １４,９９９ １０,３９７ ３,０６１ １３,６６４ 

１５年度 ６,３５９ １３,１０１ １０,０９３ ３,１４４ １３,４０９ 

１６年度 ６,４２８ １３,０３４ ９,２５３ ３,３１４ １２,７１０ 

１７年度 ５,６７６ １２,２１１ ７,８７３ ３,３４２ １１,３５９ 

１８年度 ５,１５８ １１,６０５ ７,１１３ ３,７３２ １０,９５７ 

１９年度 ４,６０６ １０,８３０ ６,５７２ ３,５３９ １０,２１２ 

減少率  ３６．３％ ５４．２％ ６３．２％ ９４．８％ ７４．７％ 

※内閣府消費者調整課資料から圓山茂夫隼教授が作成 

※減少率は、ピーク時に対する１９年度の割合 

イ 地方自治体における消費者行政の位置づけ 

 これについて、地方自治体全体が財政難であるから消費者行政予算・人員の削減もやむを

得ない、という意見も聞かれる。 

しかし、地方自治体の一般会計予算の推移をみると、過去１０年間でピーク時の２００１

年（平成１３年）度が８９兆３０７１億円であったものが、２００７年（平成１９年）度に

は８３兆１２６１億円であり、約９３％（約７％の減少）にとどまる。一般行政部門の公務

員数は、０２年度を１００％とすると０７年度は９１％（約９％の減少）となっている。 

 つまり、地方自治体の財政難に伴なう予算・人員の減少幅に比べ、消費者行政予算・人員

の減少幅が異常に大きいことは明らかである。地方自治体の組織面においては消費者行政の

縦割りの問題は少ないといわれているが、予算・人員の措置を見る限り、消費者行政は軽視

されてきたというほかない。 

ウ 地方消費者行政の機能不全 

 地方自治体は、消費者から寄せられる苦情相談を専門的知見に基づき迅速かつ適切にあ

っせん処理することが求められ（消費者基本法第１９条第１項）、国及び都道府県は、消

費生活相談員の人材の確保及び専門性の向上に努めることが求められている（同条第２

項）。 

ところが、近年、消費者トラブルが増大しているにもかかわらず、地方消費者行政の予

算・人員が大幅に削減されてきた結果、地方消費者行政の機能不全が深刻となっている。

 例えば、消費者相談窓口は、消費生活相談員の配置人員の不足や、専門的研修の不足な
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どにより、時間と専門的知見を要するあっせん処理の割合が、１９９８年（平成１０年）

度の９．１７％から、２００７年（平成１９年）度の５．８０％へと大きく減少している。

 しかも、その消費生活相談員の地位が極めて不安定かつ劣悪である。解決困難案件の紛

争解決機関である苦情処理委員会はほとんど開催されていない。また、商品テストの機器

及び体制が大幅に削減された結果、商品事故の原因究明や品質表示の比較テストがほとん

どできない実情にある。消費者に対する啓発・教育や消費者団体に対する活動支援も大幅

に削減され、被害の未然防止を図る取組が困難となっている。 

 年度 相談件数 あっせん件数（割合） 

９８（H１０）年度   ４１５,３４７件 ３８,０９３件（９、１７％） 

９９（H１１）年度   ４６７,１１０件 ４１,８６１件（８．９６％） 

００（H１２）年度   ５４７,１４５件 ４７,４３９件（８．６７％） 

０１（H１３）年度 ６５５,８９９件 ５１,５２９件（７．８６％） 

０２（H１４）年度 ８７３,６６３件 ６４,４２７件（７．３７％） 

０３（H１５）年度 １,５０９,８８４件 ６５,２０６件（４．３２％） 

０４（H１６）年度 １,９１９,６６２件 ６０,７７８件（３．１７％） 

０５（H１７）年度 １,３０２,１７７件 ６４,５３０件（４．９６％） 

０６（H１８）年度 １,１１１,６９５件 ６３,７４２件（５．７３％） 

０７（H１９）年度 １,０３８,０９０件 ６０,２２５件（５．８０％） 

※国民生活センター：ＰＩＯ－ＮＥＴ集計と、相談情報部資料から作成。 

※０３年～０５年は不当請求・架空請求等の苦情相談が激増。 
エ 消費者行政が後退した背景 

地方消費者行政の人員予算がこれほどまでに縮小・後退した背景には、消費者行政の法的

位置づけが、他の行政分野では、例えば学校の教員や消防署員の定員を法制化したり、一定

の事業を法的に位置づけるなどの法的措置があるのに対し、消費者行政分野では、地方自治

体にすべてを任せるだけで消費生活センターの事業内容や職員定員の確保に関する法制度

の手当ても、それに必要な財政措置もほとんどなされて来なかったことが指摘できる。 

４． 地方消費者行政の抜本的充実の必要性 

 地方消費者行政を抜本的に拡充し、真に機能する体制を実現するため以下のような措置が

必要である。 

第１に、消費者相談窓口において苦情相談を適切かつ迅速にあっせん処理できるよう、消

費生活センターの設置、業務、機能等を法的に位置づけること、被害情報の集約体制を強化

し国と地方のネットワークを構築すること等、これに必要な法制度を整備すること。 

第２に、地方消費者行政の体制・人員・予算を抜本的に拡充・強化するための財政措置を

とること。 

これらは、消費者行政推進会議の「取りまとめ」において提言されている事項であるが、

これを真に実現するためには、地方消費者行政の担い手である地方自治体から国に対して、

積極的に法制度整備や予算措置を求める意見を出すことが必要である。 

５． 結び 
 以上の理由により、貴議会において、政府及び国会に対し、地方自治法９９条に基づき、

陳情の趣旨記載の意見書を採択されたく陳情する次第である。 

  


